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（配付資料１）

国庫補助事業に係る不適切な会計処理について

１ 経緯について

平成２０年４月に会計検査院第５局特別検査課により、北海道（農政部、水産林務部、建設部、

石狩支庁、空知支庁、上川支庁、札幌土木現業所、旭川土木現業所）に対して、平成１４年度から

１８年度までの間における国土交通省及び農林水産省が所管する国庫補助事業に係る事務費等のう

ち、需用費、賃金及び旅費を対象として特別検査が実施された。

この検査の結果、事業費ベースで、需用費については、随時に納品された物品代を後日一括して

支払った「一括払い」が７３万２千円、契約した物品とは異なる別の物品を納入させていた「差替

え」が１万４千円、年度内に支払を行ったものの納品が翌年度になった「翌年度納入」が２６１万

８千円、前年度に納品となったものの支払いが翌年度になった「前年度納入」が５５万円で、計３

９１万６千円、賃金については、国庫補助事業を実施していない部署に配置された臨時職員に国庫

補助事業に係る支出科目から賃金を支払ったものが８６４万９千円、臨時職員の配置された部署が

所掌する国庫補助事業とは異なる国庫補助事業に係る支出科目から賃金を支払ったものが１４８万

７千円で、計１，０１３万７千円、旅費については、国庫補助事業の対象とならない用務として、

８，３０６万９千円、総額で９，７１２万３千円が、不適切な会計処理として会計検査院から指摘

された。

道では、会計検査院の指摘に対し、道としての説明責任を積極的に果たしていくことが必要であ

ると考え、また、道議会決算特別委員会において、平成１９年度決算の審査が進められていた状況

から、会計検査院の検査の行われていない平成１９年度について、農林水産省、国土交通省が所管

する国庫補助事業に係る事務費の需用費、賃金、旅費の３費目を対象に、農政部、水産林務部、建

設部の本庁三部のほか、全ての支庁及び全ての土木現業所を対象に、会計検査院の特別検査に準じ

て、独自調査を実施した。

その結果、事業費ベースで、需用費については 「差替え」が４万３千円 「翌年度納入」が６５、 、

万１千円、旅費については、国庫補助事業の対象とはならない用務として、３，８９６万９千円、

総額３，９６６万３千円が、不適切な会計処理として明らかになった。

２ 返還について

会計検査院から指摘された平成１４年度から平成１８年度執行分については、年度内に返還する

こととしており、独自調査による平成１９年度執行分についても、不適切な会計処理が明らかにな

ったことから、自主的に、年度内に返還する方向で国と協議を行っているところである。

この返還金については、道費で支出すべき内容のものであったため、他県の状況も踏まえ、道費

で対応する考えであり、その額については国と協議中であるが、加算金を含め１億９百万円程度と

見込んでおり、最終補正予算で所要の措置を講じることとしている。
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３ 再発防止策について

、 、 （ ）会計検査院からの指摘事項や独自調査の結果などを踏まえ 原因や問題点を把握し 改善策 案

を取りまとめた。

主な原因と問題点については、

・職員の会計法令等を遵守した予算の執行に対する意識が希薄であったこと。

・国庫補助事業の目的に沿って使用することについての認識が十分でなかったこと。

・国庫補助事業事務費の使途基準が明確でなかったこと。

・予算執行機関の内部牽制機能が十分機能していなかったこと。

などである。

このため、次の４つの「改善方針」を柱として、改善項目ごとに具体的な取組みを定め、直ちに

実施できるものは、今年度から取り組むこととした。

①「職員の意識改革と資質の向上」

管理・監督者や技術系職員を対象とした研修や関係部における国庫補助事業事務費等に係る

研修の新たな実施など

②「予算執行の適正化」

国庫補助事業事務費の使途基準の明確化、旅行命令簿や復命書への補助事業名の明記など

③「牽制機能の強化」

物品購入の決定や納品検査における内部牽制機能の強化、決裁権者等がチェックするための

「手引き」の作成など

④「組織・権限の見直し等」

出張所等地方機関における専決権の見直しなど

また、これら道自らの具体的な取組に加え、国庫補助事業事務費の使途基準の弾力化や地方の裁

量や自主性が発揮しやすい制度の実現について関係省庁に要望していくこととしている。

４ 処分等の考え方について

国庫補助事業に係る不適切な会計処理に関し、需用費については 「預け」や「裏金」などの不、

正は認められなかったが 「一括払い 「差替え 「翌年度納入」及び「前年度納入」といった財、 」、 」、

務規則等に違反する行為が認められ、旅費及び賃金については、以前の不正経理の際に発覚した

カラ出張やカラ雇用などの不正は認められていないが、補助事業の対象範囲や会計科目上の不適

切な取扱いがあり、結果として国庫へ補助金を返還することとなったことにかんがみ、副知事や

当時の部局長等であった部長級の職員等をはじめ、関係した職員及び管理監督者について処分す

ることとした。
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５．処分等の内容

（１）副知事

「訓 戒」 山本副知事、嵐田副知事

（２）部長級の職員

不適切な会計処理が行われた年度に関係部局の部長・支庁長の職にあった職員等

「厳重注意」 本庁部長級 ２１名

（３）一般職の職員

ア 財務規則等に違反する不適切な会計処理を行った職員（４０名）

「戒 告」 本庁主査級 １名

「訓 告」 本庁主幹級 ２名

本庁主査級 ４名

一 般 職 員 ２名

「厳重注意」 本庁主幹級 １０名

本庁主査級 １１名

一 般 職 員 １０名

イ アの職員に係る管理監督者（２３名）

「厳重注意」 本庁次長級 ３名

本庁課長級 ８名

本庁主幹級 １２名

（４）処分の日

平成２１年３月５日

（５）その他

上記に掲げる職員のほか、旅行命令権者、臨時職員任用決定者、予算配当責任者など旅費

及び賃金に係る不適切な会計処理に関係した職員について、所属長注意を行った。

本庁次長級 ３１名

本庁課長級 ７９名

本庁主幹級 ２６１名

合 計 ３７１名

問い合わせ先

項目１～３ 出納局指導審査課指導検査グループ 越野主査 内線３２－２５７

項目４～５ 総務部人事局人事課服務グループ 猪口主査 内線２２－１８２



（配付資料２）

知事の給料の減額について

○ 第一回定例会に追加提案する予定の条例案

北海道知事等の給与等に関する条例の一部を改正する条例案

○ 提案理由

平成２０年度に明らかとなった国庫補助事業に係る不適切な会計処理などにか

んがみ、道政の責任者である知事としての責任を明らかにし、知事の給料の一部

を減額することとするため、この条例を制定しようとするものである。

○ 提案する条例案の内容

給料減額の上積み 現行２５％ → ３０％

実 施 期 間 平成２１年４月１日～平成２１年４月３０日

問い合わせ先

総務部人事局人事課服務グループ 猪口主査 内線２２－１８２
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